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当社連結子会社間の吸収合併に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成30年1月１日を効力発生日として、株式会社フジサービ

ス(出資比率100％)を吸収合併存続会社、株式会社大阪ビルサービス(出資比率100％)、を吸収合併消滅

会社とする吸収合併（以下、本合併といいます。）、及び存続会社の商号変更を行うことを決議いたし

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は100％出資の連結子会社間を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部

省略しております。 

 

記 
 

１．本合併の目的 

中期経営計画の達成を踏まえた当社グループの再編の一環として、更なる経営の効率化、収益力 

の向上を図るとともに、両社が培ってきたノウハウを結集し、サービスレベルを向上させることを 

目的とするものであります。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会（当社） 平成29年11月2日 

合併決議取締役会（合併当事会社） 平成29年11月2日 

合併契約締結日 平成29年11月2日 

合併契約承認株主総会（合併当事会社） 平成29年12月22日（予定） 

合併期日（効力発生日） 平成30年1月１日（予定） 

（２）合併の方式 

    株式会社フジサービスを存続会社とする吸収合併方式で、株式会社大阪ビルサービスは解散い 

たします。 

（３）合併に係る割当ての内容 

本合併は、当社100％出資の連結子会社間の合併であるため、本合併による株式、金銭その他 

の財産の交付は行いません。 

 



（４）当該合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

      該当事項はありません。 

 

３．本合併の当事会社の概要（平成29年3月31日現在） 

 存続会社 消滅会社 
商号 株式会社フジサービス 株式会社大阪ビルサービス 

本店所在地 大阪市中央区道修町 1 丁目 1 番 8 号 大阪市中央区谷町 2 丁目 4 番 5 号 

代表者の氏名 代表取締役社長 
東 利也 

代表取締役社長 
東 利也 

事業内容 ビル総合管理事業、警備業、飲食業、

派遣業 清掃事業 

資本金 15,000 千円 10,000 千円 
設立年月 昭和 45 年 8 月 昭和 48 年 1 月 
発行済株式数 30,000 株 20,000 株 
決算期 3 月 31 日 3 月 31 日 
大株主及び持株比率 当社 100% 当社 100% 

直前事業年度の財政状態および経営成績 
純資産 421,984 千円 127,002 千円 
総資産 523,679 千円 156,003 千円 
1 株当たり純資産 14,066 円 6,350 円 
売上高 1,013,137 千円 308,392 千円 
営業利益 13,577 千円 5,701 千円 
経常利益 18,139 千円 5,725 千円 
当期純利益 14,390 千円 5,820 千円 
1 株当たり当期純利益 480 円 291 円 

 

４．存続会社の商号変更 

存続会社となる株式会社フジサービスは、合併の期日である平成30年1月１日をもって、株式会 

社大阪フジサービスに商号を変更いたします。 

 

５．存続会社の本店所在地の変更 

存続会社となる株式会社フジサービスは、合併の期日である平成30年1月１日をもって、下記住 

所へ本店所在地を変更いたします。 

【新本店所在地】大阪市浪速区桜川一丁目７番２３号 

 

６．合併及び商号・本店所在地変更後の状況 

商号 株式会社大阪フジサービス 

本店所在地 大阪市浪速区桜川 1 丁目 7 番 23 号 

代表者の氏名 代表取締役社長 東 利也 
事業内容 ビル総合管理事業、警備業、飲食業、派遣業 
資本金 15,000千円 

決算期 3月 31日 

 



７．今後の見通し 

本合併は当社100％出資の連結子会社間の合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以上 


